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最高裁判所広報課

消費税及び地方消費税更正処分等取消請求事件について

’ ’事案の概要

本件は、上告人が、ある課税期間にした将来の転売を目的とする賃貸用マンションの

購入（本件各課税仕入れ）に係る消費税額の全額を、当該課税期間の課税標準額に対す

る消費税額から控除して確定申告をしたところ、税務署長から、本件各課税仕入れに係

る消費税額については－部しか控除することができないとして（注1 ）、上記課税期間

に係る消費税等の更正処分（本件各更正処分）及び過少申告加算税の賦課決定処分（本

件各賦課決定処分）を受けたことから、被上告人を相手に、本件各更正処分のうち申告

額を超える部分及び本件各賦課決定処分の取消しを求める事案である｡

(注1 ）事業者が国内で行う課税仕入れについては、税負担の累積を防ぐため、当該課税仕入れ

をした日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額から当該課税仕入れに係る消費税

額が控除されるが、所定の場合に、課税仕入れにつき「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」

（課税対応課税仕入れ)、｢課税資産の譲渡等とその他の資産の讓渡等に共通して要するもの」

（共通対応課税仕入れ）等の区分を明らかにしているときは、課税対応課税仕入れに係る消

費税額は全額が控除されるのに対し、共通対応課税仕入れに係る消費税額は－部（課税売上

割合を乗じた額） しか控除されない（消費税法30条1項、 2項1号)。本件課税仕入れにつ

いては、マンションの転売（課税取引）のほか、転売までの間の賃貸（非課税取引）が行わ

れるため、課税対応課税仕入れと共通対応課税仕入れのいずれに当たるかが問題となる。

I1 原判決及び争点！示十'｣〆媒U､干歸 ｜

◇ 1審判決は、本件各課税仕入れは課税対応課税仕入れに当たるとして、上告人の請求

を全部認容したのに対し、原判決は､①本件各課税仕入れは共通対応課税仕入れに当た

り、②上告人がこれを課税対応課税仕入れに区分して確定申告をしたことにつき国税

通則法65条4項にいう「正当な理由」 （注2）があるとはいえないとして、上告人の請

求を全部棄却した。

◇本件の争点は、①本件各課税仕入れが課税対応課税仕入れと共通対応課税仕入れの

いずれに当たるか、②上記「正当な理由」があるといえるかである。

(注2）更正処分があったときは、原則として過少申告加算税が課されるが、納付すべき税額の

計算の基礎となった事実のうちに計算の基礎とされなかったことにつき「正当な理由」があ

ると認められるものがある場合には、所定の金額が控除される（国税通則法65条1項、 4

項)。本件各課税仕入れが共通対応課税仕入れに当たり、本件各更正処分が適法である場合、

上記「正当な理由」があるといえるかが更に問題となる。



△

傍砺ﾝ(の苦様へ

最高裁判所広報課

消費税更正処分等取消請求事件について

’｜
’ 事案の概要

口本件は、被上告人が、ある課税期間にした住宅用賃貸部分を含む建物の購入（本件各

課税仕入れ）に係る消費税額の全額を、当該課税期間の課税標準額に対する消費税額か

ら控除して確定申告をするなどしたところ、税務署長から、本件各課税仕入れに係る消

費税額については－部しか控除することができないとして､上記課税期間に係る消費税

等の更正処分（本件各更正処分)及び過少申告加算税の賦課決定処分(本件各賦課決定

処分）を受けるなどしたことから、上告人を相手に、本件各更正処分のうち申告額を超

える部分及び本件各賦課決定処分の取消し等を求める事案である。

’
－1 原判決及び争点尿’

◇ 1審判決は、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分は適法であるとして、被上告人

の請求を全部棄却したのに対し、原判決は、本件各更正処分は適法であるが、税務当局

はかつて本件各課税仕入れと同様の課税仕入れに係る消費税額の全額を課税標準額に

対する消費税額から控除することを認めたことがあり、その後この見解を変更したこ

とがうかがわれるから､従来の見解を変更したことを納税者に周知するなど必要な措

置を講ずるのが相当であったのに、そのような措置を講じているとは認められないな

どとし、被上告人が確定申告において本件各課税仕入れに係る消費税額の全額を課税

標準額に対する消費税額から控除したことにつき、国税通則法65条4項にいう「正当

な理由」 （注）が認められるとして、本件各賦課決定処分の取消請求を認容した。

◇原判決に対して上告人のみが不服を申し立てたため、当審における争点は、上記「正

当な理由」があるといえるかに限られる。

(注）更正処分があったときは、原則として過少申告加算税が課されるが、納付すべき税額の計

算の基礎となった事実のうちに計算の基礎とされなかったことにつき「正当な理由」がある

と認められるものがある場合には､所定の金額が控除される（国税通則法65条1項、4項)。

本件各更正処分が適法である場合、上記「正当な理由」があるといえるかが更に問題となる。
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未払賃金等請求事件について

匡｜ 手 案の概要へー．'‘ﾜ'.= |

◇本件は、一般貨物自動車運送事業等を営む株式会社である被上告人に雇用され、

トラック運転手として勤務していた上告人が、被上告人に対し、平成27年12月

から同29年12月までの期間の時間外労働、休日労働及び深夜労働（以下「時間

外労働等」という｡）に対する賃金並びに付加金等の支払を求める事案である。

◇被上告人は、平成27年5月に労働基準監督署から適正な労働時間の管理を行う

よう指導を受けたのを契機として就業規則を変更し、新たな給与体系を導入した。

その給与体系の下では、賃金総額が業務内容等に応じて決定された上で、その総

額から基本給等(基本給､基本歩合給、勤続手当等。以下同じ｡）を差し引いた金額が「割

増賃金」として支給されることとなった。

「割増賃金」の内訳は、次のとおりである。

①時間外手当：基本給等を通常の労働時間の賃金として、労働基準法37条等

の定める方法により算定した割増賃金の額

②調整手当 ：その余の額

◇新たな給与体系が導入された後も､被上告人の労働者の賃金総額や総労働時間は、

従前とほとんど変わらなかったが、従前の給与体系において通常の労働時間の賃金

とされていたものが調整手当に位置付けられることとなった。

－ 原判決及び争点原判決及び争点

◇原判決（福岡高裁）は、要旨次のとおり判断した上で、第1審判決後にされた弁済

をもって賃金の未払はなくなったなどとして、上告人の請求を棄却した。

①時間外手当について

（→その支払により労働基準法37条の割増賃金が支払われたといえる｡）

被上告人は、労働基準監督署の指導を受けた後、適正に労働時間を管理した上で、

就業規則の定めに基づき時間外手当を支払っていたものであるし、時間外手当は、

基本給とは別途支給されており、金額を計算すること自体は可能であるから、通常

の労働時間の賃金に当たる部分と労働基準法37条の割増賃金に当たる部分とを判

別できる。また、新たな給与体系の導入に当たり、被上告人から上告人を含む労働

者に対し、時間外手当について一応の説明があったと考えられること等も考盧する

と、時間外手当は時間外労働等の対価として支払われるものとされていると認めら

れる。

②調整手当について

（‐その支払により労働基準法37条の割増賃金が支払われたとはいえない｡）

調整手当は、時間外労働の時間数に応じて支給されていたものではない。

◇当審においては､時間外手当の支払により労働基準法37条の割増賃金が支払われ

たといえる旨の原審の判断の当否が問題となる。
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最高裁半l1所広報課

死体遺棄被告事件について

斗 I事案の概要

◇本件は、被告人が、当時の被告人方において、出産したえい児2名の死体を段ボール箱
l

に入れた上、自室の棚上に放置して死体を遺棄した、 とされる事案である。

計 1審判決、原判決及び争点宛雨、

◇ 1審判決(熊本地裁)は、被告人の前記行為が刑法190条にいう「遺棄」に当たるとし、

「出産したえい児2名の死体を段ボールに入れた上、自室に置き続けた」という犯罪事実

を認定し、被告人を懲役8月、 3年間執行猶予に処した。

これに対し、被告人が控訴した。

◇原判決(福岡高裁)は、えい児2名の死体を段ボール箱に入れた上、自室内に置いた行為

（以下「本件作為」という。）が作為による「遺棄」に当たるとした1審判決の判断を是認

する一方で､段ボール箱に入った状態のえい児2名の死体を自室内に置き続けた行為は不

作為による「遺棄」に当たらないとし、法令適用の誤りを理由に1審判決を破棄した上、

「出産したえい児2名の死体を、段ボール箱に入れて接着テープで封をし、その段ボール

箱を別の段ボール箱に入れて接着テープで封をした上、 自室内にあった棚の上に置いた」

という犯罪事実を認定し、被告人を懲役3月､ 2年間執行猶予に処した。

これに対し、被告人が上告した。

◇本件における争点は、本件作為が刑法190条にいう 「遺棄」に当たるかである。

〔参考〕刑法(抜粋）

190条死体、遺骨、遣髪又は棺に納めてある物を損壊し、遺棄し、又は領得した者は、 3年以

下の懲役に処する｡


